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Ⅰ 予算編成方針 
 

 

新型コロナウイルス感染症が５月８日から５類感染症に位置付けられるなど、私たちの社会

は新たな段階に移行していきます。一方で、ウクライナ情勢や原油高・物価高などが市民生

活や地域経済へ及ぼしている影響について、今後の先行きは全く見通せません。 

 

こうした中、令和５年度は引き続き、地元企業への支援や企業誘致による産業の多様化・

高度化に取り組むことで、特に若い世代、子育て世代が定住するための絶対的条件である

働く場を確保してまいります。その上で、暮らしの安心や魅力をより高め、子どもファーストを実

践するための施策を展開していきます。 

 

また、それぞれに本格化していく、柳井商業高等学校跡地を核とした「防災・文教・交流ゾ

ーン」の整備、「地域の夢プラン」への支援、高齢者等の移動手段の確保、昨年２月の「柳井

市ゼロカーボンシティ宣言」を受け、カーボンニュートラルの実現に向けた取組などを着実に

推進してまいります。 

 

以上のことから、令和５年度当初予算は、子育て応援と定住促進を重点施策と位置付け、

第２次柳井市総合計画に掲げた令和８年度の目標人口２９，５００人を強く意識した取組を強

力に推進するとともに、市民生活に密着した課題の解決に向けた取組などを盛り込んだ予算

編成といたしました。 

 

市の総力を挙げて、人口減少を可能な限り抑制しつつ、人口減少から生じる諸課題に打

ち克つことで、持続可能なまちを実現してまいります。 

 

 

 

             

             柳井市長 
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Ⅱ 予算の概要 
 

 １ 予算規模 

 

【一般会計】 

令和５年度の予算規模は、１８０億９，３００万円で、前年度当初予算額（175億2,600万円）と

比べ３．２％増加しました。 

これは、柳井商業高等学校跡地整備事業費や子育て世代移住・定住促進事業費、中学

校給食費無償化事業費が増加したことなどによるものです。 

 

【特別会計】 

令和５年度の予算規模は、８６億６６７万８千円で、前年度当初予算額（87億1,402万３千円）と

比べ１．２％減少しました。 

これは、国民健康保険事業や後期高齢者医療事業で保険給付費の減少を見込んだこと

などによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％） 

令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

18,093,000 17,526,000 567,000 3.2

8,606,678 8,714,023 △ 107,345 △ 1.2

国民健康保険事業 4,172,766 4,230,845 △ 58,079 △ 1.4

市有林野区事業 1,215 902 313 34.7

介護保険事業 3,733,455 3,742,996 △ 9,541 △ 0.3

後期高齢者医療事業 699,242 739,280 △ 40,038 △ 5.4

26,699,678 26,240,023 459,655 1.8

　一　般　会　計

　特　別　会　計

合　　　計

区　　分
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当初予算の推移（直近10年間） 

（単位：百万円） 

 

※平成29年度及び令和３年度は骨格予算のため６月補正後 

 

 

（単位：円） 

年   度 人口 一般会計 特別会計 一般＋特別 

令和５年度 

人口（令和５年１月末現在） 
30,118 人 600,737 285,765 886,502 

令和４年度 

人口（令和４年１月末現在） 
30,496 人 574,698 285,743 860,441 

 

16,372 16,347 16,236
15,652

16,174 15,912 15,699
16,432

17,526
18,093

11,292 11,641 11,837

11,191 10,462
10,322

8,492

8,655

8,714
8,607

27,664
27,988 28,073

26,843 26,636
26,234

24,191

25,087

26,240
26,700

0

5,000
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30,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般会計特別会計

-　3　-



 

 ２ 歳入の状況(一般会計) 

  

〇自主財源の根幹をなす市税は４７億４，４６３万円で、前年度と比べ０．４％の増加を見込

んでいます。 

 

〇繰入金は６億５，８１２万５千円で、前年度と比べ１２．３％の増加を見込んでいます。 

財政調整基金や特定目的基金の繰入金の増加によるものです。 

 

〇地方交付税は４９億９，０００万円で、前年度と比べ６．０％の増加を見込んでいます。 

国が示す地方財政計画等を踏まえ積算したものです。 

 

〇市債は２１億６０万円で、前年度と比べ５７．５％の増加を見込んでいます。 

柳井商業高等学校跡地整備事業などの建設事業費が増加したためです。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％は構成比率、括弧は令和４年度） 

自主財源

35.0%依存財源

65.0%

市税

26.2%

諸収入

3.2%

繰入金

3.7%

その他

1.9%地方交付税

27.6%

国庫支出金

12.7%

県支出金

7.6%

市債

11.6%

その他

5.5%

歳 入

180億

9,300万円

（27.0%）

（3.4%）

（3.3%）

（1.8%）

（35.5%）

（26.9%）

（64.5%）

（13.4%）

（11.1%）

（7.6%）

（5.5%）
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（単位：千円、％） 

6,328,721 6,217,815 110,906 1.8

　市税 4,744,630 4,725,903 18,727 0.4

　分担金及び負担金 81,572 81,221 351 0.4

　使用料及び手数料 216,726 202,919 13,807 6.8

　財産収入 40,261 33,306 6,955 20.9

　寄附金 1,001 1,001 0 0.0

　繰入金 658,125 586,085 72,040 12.3

　繰越金 1 1 0 0.0

　諸収入 586,405 587,379 △ 974 △ 0.2

11,764,279 11,308,185 456,094 4.0

　地方譲与税 127,210 127,336 △ 126 △ 0.1

　利子割交付金 5,000 5,000 0 0.0

　配当割交付金 15,000 15,000 0 0.0

　株式等譲渡所得割交付金 10,000 10,000 0 0.0

　法人事業税交付金 75,112 53,444 21,668 40.5

　地方消費税交付金 710,000 700,000 10,000 1.4

　ゴルフ場利用税交付金 15,000 15,000 0 0.0

　環境性能割交付金 12,000 12,000 0 0.0

　地方特例交付金 19,000 19,000 0 0.0

　地方交付税 4,990,000 4,709,000 281,000 6.0

　交通安全対策特別交付金 4,000 4,000 0 0.0

　国庫支出金 2,298,354 2,350,974 △ 52,620 △ 2.2

　県支出金 1,383,003 1,953,331 △ 570,328 △ 29.2

　市債 2,100,600 1,334,100 766,500 57.5

18,093,000 17,526,000 567,000 3.2

　自主財源

　依存財源

合　　　計

増減率令和４年度 増減額令和５年度
区分　

　科目
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 ３ 歳出の状況(一般会計) 

 

（１）性質別歳出 

 一般会計における性質別歳出の主なものは次のとおりです。 

 

 

〇義務的経費（対前年度△２，２２５万９千円、△０．３％） 

 義務的経費のうち人件費は、定年引上げに伴う退職手当の皆減などにより、前年度と

比べ６．４％減少しています。 

 

 扶助費は、障害福祉サービス事業費や乳幼児・子ども医療費助成事業費の増加など

を見込み、前年度と比べ４．９％増加しています。 

 

 公債費は、過去に借り入れた市債の一部の償還が終了したことなどにより、前年度と比

べ０．７％減少しています。 

 

 

〇投資的経費（対前年度＋４億３，５３５万７千円、＋１６．１％） 

 投資的経費のうち、普通建設事業費（県事業負担金を含む。）は、柳井商業高等学校跡

地整備事業費やバタフライアリーナ改修事業費などの建設事業費が増加したため、前

年度と比べ１６．１％増加しています。 

 

 

 災害復旧事業費は、過年分の災害復旧事業費が皆減したことにより、前年度と比べ ０．

３％減少しています。 

 

 

〇その他の経費（対前年度＋１億５，３９０万２千円、＋２．２％） 

 その他の経費のうち補助費等は、中学校給食費無償化事業費の皆増などにより、前年

度と比べ６．５％増加しています。 

 

 積立金は、減債基金積立金の皆増などにより、前年度と比べ６８．３％増加しています。 

 

 投資及び出資金は、下水道事業会計に対する出資金の減少などにより、前年度と比

べ１１．６％減少しています。 
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義務的経費

43.3%

投資的経費

17.4%

その他経費

39.3%

扶助費

19.4%

人件費

13.9%

公債費

10.0%

普通建設事業費

17.3%

災害復旧事業費

0.1%

補助費等

15.0%

物件費

10.9%

繰出金

9.0%

貸付金

2.2%

その他

2.2%

（0.1%）

（19.1%）

（15.4%）

（10.3%）

（15.4%）

（14.6%）

（11.2%）

（9.2%）

（2.3%）

（2.4%）

（44.8%）

（15.5%）

（39.7%）

歳 出

180億

9,300万円

 

 

 

 

  

  

  

   

 

  

 

 

  

 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％） 

（％は構成比率、括弧は令和４年度） 

7,832,450 7,854,709 △ 22,259 △ 0.3

　人件費 2,524,575 2,698,318 △ 173,743 △ 6.4

　扶助費 3,505,745 3,340,760 164,985 4.9

　公債費 1,802,130 1,815,631 △ 13,501 △ 0.7

3,145,262 2,709,905 435,357 16.1

　普通建設事業費 3,133,481 2,698,093 435,388 16.1

　災害復旧事業費 11,781 11,812 △ 31 △ 0.3

7,115,288 6,961,386 153,902 2.2

　物件費 1,974,769 1,971,810 2,959 0.2

　維持補修費 44,801 43,387 1,414 3.3

　補助費等 2,721,007 2,554,052 166,955 6.5

　積立金 25,634 15,227 10,407 68.3

　投資及び出資金 271,289 307,061 △ 35,772 △ 11.6

　貸付金 399,901 399,901 0 0.0

　繰出金(特別会計等) 1,627,887 1,619,948 7,939 0.5

　予備費 50,000 50,000 0 0.0

18,093,000 17,526,000 567,000 3.2

増減率増減額令和５年度 令和４年度

合　　　計

区分

　科目

　義務的経費

　投資的経費

　その他の経費
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（２）目的別歳出 

   一般会計における目的別歳出の主なものは次のとおりです。 

    

 

〇総務費 

 柳井商業高等学校跡地整備事業費や子育て世代移住・定住促進事業費の増加などに

より、前年度と比べ２２．８％増加しています。 

 

〇民生費 

 障害福祉サービス事業費や乳幼児・子ども医療助成事業費の増加などにより、前年度と

比べ２．２％増加しています。 

 

〇衛生費 

 清掃センターの長寿命化対策に伴う負担金や可燃ごみ等収集業務委託事業費の増加

などにより、前年度と比べ４．５％増加しています。 

 

〇農林水産業費 

 農業法人産地拡大支援事業費の大幅な減少などにより、前年度と比べ４２．９％減少して

います。 

 

〇商工費 

 企業立地促進事業費の増加などにより、前年度と比べ４．７％増加しています。 

 

〇土木費 

 断熱リフォーム補助事業費を新たに計上したほか、市道の改良・舗装に係る経費や橋りょ

う長寿命化事業費の増加などにより、前年度と比べ３．１％増加しています。 

 

〇教育費 

 中学校給食費無償化事業費を新たに計上したほか、バタフライアリーナ改修事業費や

阿月公民館整備事業費などの増加などにより、前年度と比べ３４．３％増加しています。 

 

〇災害復旧費 

 過年分の災害復旧事業費が皆減したことにより、前年度と比べ０．３％減少しています。 
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31.9%

13.6%

10.3%
7.2%

7.0%

5.3%

8.2%

4.4%

3.8%
8.3% 民生費

31.6%

総務費

16.2%公債費

10.0%

教育費

9.3%

衛生費

7.1%

土木費

5.3%

農林水産業費

4.5%

消防費

4.1%

商工費

3.8% その他

8.1%

歳 出 
 

180 億 
 

9,300 万円 

（単位：千円、％） 

(％は構成比率、内円は令和４年度) 

区分　

　科目

議会費 162,446 167,480 △ 5,034 △ 3.0

総務費 2,924,825 2,382,729 542,096 22.8

民生費 5,718,257 5,593,696 124,561 2.2

衛生費 1,287,856 1,232,903 54,953 4.5

労働費 54,868 39,499 15,369 38.9

農林水産業費 820,857 1,436,839 △ 615,982 △ 42.9

商工費 691,050 660,303 30,747 4.7

土木費 951,605 922,754 28,851 3.1

消防費 751,132 769,267 △ 18,135 △ 2.4

教育費 1,689,515 1,258,250 431,265 34.3

災害復旧費 11,781 11,812 △ 31 △ 0.3

公債費 1,802,130 1,815,631 △ 13,501 △ 0.7

諸支出金 1,176,678 1,184,837 △ 8,159 △ 0.7

予備費 50,000 50,000 0 0.0

合　　　計 18,093,000 17,526,000 567,000 3.2

令和５年度 令和４年度 増減額 増減率
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４ 基金残高 

 

財政調整基金は、財源調整のために３億６，６５５万７千円を取り崩すこととしています。 

その他特定目的基金は、高齢者おでかけサポート事業費等に充当するため地域福祉基

金を、市道の改良・舗装に要する経費や市庁舎トイレの一部を洋式化する工事費等に充当

するため公共施設整備基金を、乳幼児・子ども医療費助成事業費等に充当するためふるさ

と振興基金等をそれぞれ取り崩すこととしています。 

一般会計の基金残高全体では、１０．４％の減少見込となっています。 

 

 

 

一般会計の基金残高の推移（直近 10 年間） 

 
（単位：百万円） 

2,201
2,334 2,311 2,204 2,280 2,267 2,253

2,469 2,546

2,181

277
277 277

277
277 277 277

277
288

298

1,940

2,083

2,821
2,855

2,936
2,837 2,838

3,103
3,131

2,868

4,418

4,694

5,409
5,336

5,493
5,381 5,368

5,849
5,965

5,347

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度令和２年度令和３年度令和４年度

（見込）

令和５年度

（見込）

減債基金 財政調整基金 その他特定目的基金 
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（単位：千円、％） 

※着色部分は特別会計の基金 

令和４年度末

残高見込額

令和５年度中

積立予定額

令和５年度中

取崩予定額

令和５年度末

残高見込額
増減額 増減率

2,546,225 1,642 366,557 2,181,310 △364,915 △14.3

287,444 10,575 298,019 10,575 3.7

教育基金 127,504 29 13,137 114,396 △13,108 △10.3

地域福祉基金 233,120 93 52,462 180,751 △52,369 △22.5

勤労者福祉施設建設基金 9,404 2 9,406 2 0.0

公共施設整備基金 985,151 253 68,178 917,226 △67,925 △6.9

サンビームやない運営基金 123,867 61 28,090 95,838 △28,029 △22.6

平郡東振興基金 16,956 5 109 16,852 △104 △0.6

ふるさと振興基金 360,548 98 102,659 257,987 △102,561 △28.4

学校保健運営基金 10,003 6 3 10,006 3 0.0

ふるさと・水と土保全基金 12,006 7 7 12,006 0 0.0

合併地域振興基金 1,237,774 649 1,238,423 649 0.1

森林環境整備基金 14,551 12,214 12,162 14,603 52 0.4

　その他特定目的基金　計 3,130,884 13,417 276,807 2,867,494 △263,390 △8.4

　一般会計　計 5,964,553 25,634 643,364 5,346,823 △617,730 △10.4

国民健康保険基金 395,883 8 43,543 352,348 △43,535 △11.0

柳井林野区積立基金 24,190 8 474 23,724 △466 △1.9

日積林野区積立基金 2,540 1 193 2,348 △192 △7.6

阿月林野区積立基金 24,202 92 24,294 92 0.4

介護給付費準備基金 343,052 8 55,849 287,211 △55,841 △16.3

　特別会計　計 789,867 117 100,059 689,925 △99,942 △12.7

6,754,420 25,751 743,423 6,036,748 △717,672 △10.6合　　　計

基　  金  　名

そ
の

他

特
定

目
的

基
金

特

 
別

 
会

 

計

一
　

般
　

会

　
計

　財政調整基金

　減債基金
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 ５ 市債残高（一般会計） 

 

市債とは、建設事業費などの特定の支出に充てる償還期間が１年を超える長期の借入金

のことで、その借入金の未償還残高が市債残高です。 

令和５年度当初予算においては、普通建設事業費の増加に伴い市債の発行額が増加し、

また市債の発行額が償還額を上回るため市債残高は増加する見込です。 

 

 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

18,824,928 18,732,121 18,505,664 18,042,118 17,651,006 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度（見込） 令和５年度（見込） 

17,329,631 17,123,330 16,374,755 16,053,928 16,445,162 

 

 

市債残高の推移（直近 10 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18,825 18,732 18,506 
18,042 

17,651 17,330 17,123 
16,375 16,054 

16,445 

5,000

10,000

15,000

20,000

平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（見込）

令和５年度

（見込）

（単位：千円） 

（単位：百万円） 
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 ６ 地方消費税交付金(社会保障財源化分)を充当する社会保障施策 

 

【歳入】地方消費税交付金(社会保障財源化分)   384,905 千円 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※事業として該当するものは、地方単独事業及び国庫補助負担金事業における社会保障施策に要する経費（事務費や

サービス提供に直接従事しない職員の人件費を除く。）

 

国県
支出金

地方債 その他

地方消費
税交付金
（社会 保障

財源化分）

その他

一時預かり事業 21,953 14,634 5,933 1,386

子育て支援センター事業 25,934 17,289 7,007 1,638

産じょく期ヘルパー派遣事業 2,880 1,244 1,326 310

ファミリー・サポート・センター事業 4,619 1,866 1,306 1,173 274

重度心身障害者医療費助成事業 137,522 46,094 35,491 45,341 10,596

乳幼児・子ども医療費助成事業 123,574 13,003 35,000 59,551 12,985 3,035

ひとり親家庭医療費助成事業 18,856 6,920 1,683 8,311 1,942

子どものための教育・保育給付事業 858,970 601,346 52,853 165,982 38,789

子育てのための施設等利用給付事業 2,793 2,095 566 132

小　　計 1,197,101 704,491 35,000 150,884 248,624 58,102

 [低所得者保険税（料）軽減]

国民健康保険事業特別会計繰出金 143,510 107,632 29,082 6,796

後期高齢者医療事業特別会計繰出金 162,837 122,128 32,998 7,711

介護保険事業特別会計繰出金 50,881 38,160 10,311 2,410

小　　計 357,228 267,920 0 0 72,391 16,917

予防接種事業 79,379 558 63,890 14,931

　  

小　　計 79,379 558 0 0 63,890 14,931

1,633,708 972,969 35,000 150,884 384,905 89,950合　　　　計

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一 般 財 源

事業費事　　業　　名

社
会
福
祉

保
健
衛
生

社
会
保
険
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Ⅲ 柳井市基本構想の具体的推進事業 

第２次柳井市総合計画では、本市の将来都市像「市民の力で支えあい、一人ひとり

が主役の笑顔あふれるまち柳井～柳井で暮らす幸せを実感できるまちを目指して～」

を実現するために、基本構想において目指すべきまちづくりを６つの基本目標として定

めています。 

市民の力を最大限に生かした「協働」を核とする「市民参加」のまちづくりを進めること

により、新しい「これからの自治体経営」を確立し、「人権・子育て・教育」「健康・福祉」

「安全・都市基盤」「環境」「観光・産業・文化」の各分野に掲げる基本目標の実現を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜６つの基本目標＞ 

これからの 

自治体経営 

人権 
子育て・教育 

健康・福祉 

安全・都市基盤 環 境 

観光・産業・文化 

文化の香り高く、地域

の活力と魅力に満ち

た賑わいのあるまちづ

くり 

美しい景観・自然

と調和し、環境に

やさしいまちづくり 

災害に強く、安全・

安心・快適で便利な

まちづくり 

すべての市民が健康で 

安心して暮らせる、 

人にやさしいまちづくり 

子どもたちが心豊か

に成長し、すべての

市民が尊重されるま

ちづくり 

「市民の力」で支え合う 

「市民参加」のまちづくり 
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継続 　市民活動支援事業 ７，０４３ 千円 地域づくり推進課

継続 　中山間地域振興事業 １４，１５２ 千円 地域づくり推進課

施 策 体 系 別 主 要 事 業

【目的】
中山間地域の振興を図るため、地域の夢プラン策定

を支援し、各地区の特性に応じた事業を実施する。

【事業概要】
〇地域おこし協力隊員及び集落支援員を配置する。
・地域おこし協力隊員
　　平郡地区　　　 １人
・集落支援員
　　伊陸地区　　　 １人
　　平郡地区　　　 ２人

〇住民主体の地域づくりに向けた取組を支援する。
・がんばれ地域！夢プラン応援事業補助金
　　　上限額　　１年目　100千円
　　　　　　　　２年目　200千円

【目的】
やない市民活動センターの運営等を通じてＮＰＯ等

の活動を支援するとともに、市民との協働のまちづく
りを推進する。

【事業概要】
〇やない市民活動センターの運営

〇市民参画・協働に関する条例の制定に向けた取組
・市民協働参画条例策定検討会の開催

　

基本目標
１ これからの自治体経営 「市民の力」で支えあう「市民参加」のまちづくり

-　15　-



新規 　結婚新生活支援事業 １２，６００ 千円 政策企画課

新規
拡充

　子育て世代移住・定住促進事業 ６８，０００ 千円 地域づくり推進課

【目的】
結婚に伴う新生活のスタートアップに係る費用に対

して補助することにより、経済的負担の軽減を図る。

【事業概要】
〇結婚新生活支援補助金
・結婚に伴う住宅取得、リフォーム、住宅賃借、引越
　に対して補助金を交付する。
・対象世帯
　夫婦ともに39歳以下、かつ、世帯所得500万円未満
・補助額
　　30万円　又は

　　60万円　（夫婦ともに29歳以下の場合）

【目的】
子育て世代の定住を促進し、活力あふれる元気なま

ちづくりを推進するとともに、市内の空き家の有効活
用により地域の活性化を図る。

【事業概要】
〇子育て世代定住促進補助金

・市有地※P31を取得し居住用家屋を新築
　　　最大200万円
・民有地に居住用家屋を新築又は新築家屋
　を購入
　　　最大100万円
〇子育て世代空き家購入費補助金
・空き家バンク登録物件を購入　最大50万円

サザンヒルズ八幡（伊保庄）から望む風景

対象者 ①本人又は同居の配偶者が40歳以下である人
②中学生以下の子と同居している人 のいずれかに該当する人

（単位：千円）

補助率 計 基本額 加算額※１

【拡充】
市有地

１／２ 2,000 1,500 500

【新規】
民有地

１／２ 1,000 500 500

１／２ 500 500 -

※１　市内事業者と契約して家屋を建築した場合の加算額
※２　市空き家バンクに登録されているものに限ります。

　定住促進補助金

【新規】

　空き家※２購入費補助金
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新規 　地方創生移住支援事業 ９，０００ 千円
商工観光課

地域づくり推進課

新規 　庁舎浸水対策事業 ３，７４０ 千円 総務課

【目的】
東京圏からのＵＩＪターンにより起業・就業する人

等を支援することで、担い手不足の解消と定住促進を
図る。

【事業概要】
東京23区に在住又は通勤している人が本市へ移住

し、以下の要件を満たした場合に補助金を交付する。
○移住就業支援金
　　対象の事業所に就業した人
○移住創業支援金
　　創業支援機関の支援を受けて創業した人
○テレワーク移住支援金
　　移住元での業務を引き続き行っている人
・補助額
　単身世帯　60万円・２人以上の世帯　100万円
　（18歳未満の転入者がいる場合、100万円/人を加算）

【目的】
災害時における災害対応の拠点として重要な施設で

ある庁舎について、最大規模の洪水や高潮が発生した
場合においても行政機能を維持するため、本庁舎１階
の浸水対策を図る。

【事業概要】
〇庁舎の構造や設備を確認し、想定浸水深よりも低い
　位置にある設備等の浸水対策を講じる。

　令和５年度　　基本設計
　令和６年度　　実施設計
　令和７年度　　防災対策工事
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継続 　乳幼児・子ども医療費助成事業 ９５，３１４ 千円 こどもサポート課

拡充 　産じょく期ヘルパー派遣事業 ２，８８０ 千円 こどもサポート課

【目的】
乳幼児や子どもの医療費（保険適用分）の自己負担額

を助成し、子育て世代にやさしい環境を整備する。

【事業概要】
〇乳幼児、小学生、中学生及び高校生等に係る医療費
　の無償化を図る。

【目的】
サービス提供体制の充実を図ることで、安心して子

どもを産み育てることのできる環境を整備する。

【事業概要】
〇産後１年未満の子育て家庭に、家事・育児支援を行
　うヘルパーを派遣することで、子育て家庭の負担軽
　減を図る。

基本目標
２ 人権・子育て・教育 子どもたちが心豊かに成長し、すべての市民が尊重されるまちづくり

2,635 
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（千円）

助成額の推移

子ども医療費（市制度）

乳幼児医療費（市制度）
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継続 　民間保育サービス施設運営費補助事業 ５，０００ 千円 こどもサポート課

継続
新規

　子育て世代包括支援センター事業 １８，７９９ 千円 健康増進課

【目的】
　認可外保育施設（事業所内保育所を除く。）の運営費を補
助することにより、保育環境の改善を図る。

【事業概要】
〇県が定める基準を満たしていると確認された認可外
　保育施設に対して、補助金を交付する。
　
・上限額　5,000千円（１施設当たり）

【目的】
妊娠・出産・子育てに関するワンストップ総合窓口

として、子育て世代包括支援センター（やなでこ相談室）

を運営し、一人ひとりに応じた切れ目ない支援サービ
スを提供する。

【事業概要】
〇「授乳」に視点を置き、保健師、助産師の専門性を
　活かした支援を行う。
〇産科医療機関と連携し、母子の身体的・心理的な支
　援を行う。
〇母子手帳アプリ「やなでこby母子モ」による子育て
　情報等の発信を行う。
〇出産・子育て応援給付金【新規】
・妊娠届出後と出生届出後の２回、各５万円を支給す
　る。

やなでこ相談室（柳井市保健センター内）

助産師の授乳指導の様子
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継続 　柳井商業高等学校跡地整備事業 １，３８６，１６３ 千円 政策企画課

【整備スケジュール】

【目的】
柳井商業高等学校跡地の整備を行い、周辺公共施設

と連携し、「防災・文教・交流ゾーン」の充実を図
る。

【事業概要】
柳井商業高等学校跡地に複合図書館や駐車場、防災

機能を備えた都市公園等を整備する。

〇令和５年度事業

・複合図書館建設工事  　　　933,020千円
・公園整備工事　　　　　　　199,477千円
・駐車場整備工事　　　　　　 53,299千円
・道路改良工事　　　　　　　109,331千円
・工事監理業務（複合図書館）   15,142千円
・移転補償費　　　　　　　　　  660千円
・複合図書館備品購入費　　　 73,140千円
・その他既存施設維持管理費  　2,094千円
　　　　　　　　　　　　　1,386,163千円

【複合図書館建設工事と公園整備工事に係る年度別予算額と財源等】

　　　　　　　　　　     　   令和４年度　　　　　令和５年度　　　　　　令和６年度
　
 複合図書館整備

 都市公園整備

 駐車場・道路整備

≪年度別内訳≫
                          令和４年度   　　令和５年度   　　 令和６年度      　合計
   　　　　　　　　  （令和５年３月補正予算後） 　（当初予算）

・複合図書館建設工事   　641,434千円　　 　933,020千円               　 　1,574,454千円
・公園整備工事                             199,477千円　　　165,247千円   　364,724千円
　
●複合図書館建設工事は都市構造再編集中支援事業費補助金の追加内示を受けたことにより、工
　事費の一部（42,484千円）を令和４年度へ前倒し ※令和５年３月補正予算
●公園整備工事の令和６年度分は債務負担行為として設定

≪財源≫
●「都市構造再編集中支援事業費補助金」を活用（補助率50％）
⇒上記補助金を事業費から差し引いた財源については、合併特例債を活用

工事の状況

図書館建設工事 移転作業 開館予定

公園整備工事実施設計

駐車場・道路工事

一部供用開始

駐車場・道路工事 駐車場工事

完成イメージ
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新規 　複合図書館開設準備事業 ４１，６６６ 千円
柳井図書館
大畠図書館

新規 　マタニティ・ブックギフト事業 ８５９ 千円
柳井図書館
大畠図書館

【目的】
妊娠期の絵本の読み聞かせを促進することにより、

母子ともに豊かな時間を過ごすとともに、本に対する
興味関心を高める。

【事業概要】
〇母子健康手帳の交付を受けた市民に対して絵本をプ
　レゼントする。

・絵本３冊と通館用バッグ

・引換場所
　　柳井図書館・大畠図書館

【目的】
　複合図書館開設に向けた準備を行う。

【事業概要】
〇図書及び視聴覚資料の購入　　約12,500冊
〇ＩＣシステム導入にあたり、図書資料へＩＣタグを
　貼付する。

・蔵書数（開架図書）

　　現柳井図書館　　　約46,000冊（令和４年４月現在）

　　複合図書館開館時　約65,000冊
　　複合図書館計画数   　95,000冊
　　　　　（閉架図書と合わせて150,000冊）

一部供用開始

完成イメージ
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新規 　特定教科学力強化事業 １９，９２４ 千円 学校教育課

拡充 　わかる喜び・学ぶ楽しさ支援事業 ２９，８０２ 千円 学校教育課

【目的】
学校生活への適応が困難な児童・生徒を支援し、す

べての児童・生徒が安心して主体的に学習できる環境
の充実を図る。また、非常勤講師を配置することで複
式学級の充実を図る。
【事業概要】
〇学校生活への適応が困難な児童生徒を支援するた
　め、生活支援員を配置する。
　（小学校15人・中学校１人→３人）

〇幼児期の教育から小学校の教育へ円滑に移行できる
　よう、「ぴか一（いち）サポーター」を配置する。（５人）

〇複式学級における指導の充実を図るため、主要４教
　科において単学級での指導になるよう複式学級補助
　教員を配置する。（2,400時間分→2,880時間分）

〇帰国・外国人の子どもに対するきめ細やかな指導支
　援を行う学習支援員を配置する。
　（1,320時間分→3,654時間分）

【目的】
積み上げの教科である算数・数学の基礎・基本の確

実な習得に向けた指導を集中的に行うことにより、子
どもたちが笑顔で学習に向かえるようにする。

【事業概要】
〇算数補助教員８人を配置し、少人数指導による指導
　の充実を図る。
〇指導者用デジタル教科書（算数・数学）を導入し、理
　解力の向上を図る。
〇小学校２年生から中学校３年生のタブレット端末に
　ＡＩドリルを導入し、個別学習や家庭学習の充実を
　図る。
〇標準学力テストを拡充して導入し、学力の伸びを分
　析・把握し指導に生かす。
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継続 　小中学校施設改善事業 １３８，９５９ 千円 教育総務課

新規 　中学校給食費無償化事業 ４４，５４１ 千円 学校給食センター

【目的】
中学校生徒の給食費を無償化することにより、子育

て世帯の経済的負担の軽減と子育て環境の充実を図
る。

【事業概要】
〇市学校給食会に対し保護者が負担している食材相当
　額を市が支出することにより、市立中学校生徒の給
　食費を無償化する。

　中学校給食費　　　310円／日
　中学校生徒数　　　722人（令和５年４月１日見込）

　給食提供予定日数　199日

　[令和５年４月から無償化]

【目的】
　市内小中学校の学校施設の改修・整備を行い、学校
施設の長寿命化と教育環境の質的向上を図る。

【事業概要】
〇柳東小学校特別教室空調設備整備
　特別教室（理科室、家庭科室、図工室）の空調設備整備工事

〇柳井中学校トイレ改修
　トイレ改修工事
　和式51基・洋式12基→和式14基・洋式40基

令和４年度実施 空調設備整備（新庄小）

令和２年度実施 トイレ洋式化改修（小田小）
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継続 　阿月公民館整備事業 １１１，０１４ 千円
生涯学習・

スポーツ推進課

継続 　バタフライアリーナ改修事業 １５６，７５９ 千円
生涯学習・

スポーツ推進課

【目的】
バタフライアリーナ（市体育館）の大規模改修を行

い、耐震化・長寿命化を図るとともに、避難所として
も活用できるよう整備する。

【事業概要】
　令和５・６年度　改修工事

〇閉館期間中の利用者の利便性に配慮し、必要な対策
　を講じる。
・部活動送迎バスの運行
・代替施設の使用料に対する補助

【施設概要】
　昭和51年建設
　延べ床面積　　　　　 4,962.59㎡
　令和３年度利用者数　 　41,031人
　令和２年度利用者数 　　34,969人

【目的】
　公民館・出張所と地区体育館の機能を併せ持つ新た
な公民館を阿月小学校跡地に整備し、地区住民の利便
性の向上を図る。

【事業概要】
〇阿月公民館の整備
　令和５年度　旧施設の解体
　　　　　　（旧小学校校舎、地区体育館、旧保育所ほか）

　令和６年度　施設等建設工事
　令和７年度　現公民館解体等

【施設概要】
　昭和49年建設（出張所部分）

　昭和58年建設（公民館部分）

　延べ床面積　　353.48㎡

旧阿月小学校・地区体育館 阿月公民館・出張所

完成イメージ

【年度別内訳】 （単位：千円）

令和５年度 令和６年度 合計

改修工事費 152,280 1,539,712 1,691,992

工事監理等 2,387 11,892 14,279

計 154,667 1,551,604 1,706,271

※令和６年度分は、債務負担行為を設定
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新規 　弓道場整備事業 １８，３８１ 千円
生涯学習・

スポーツ推進課

新規 　ビジコム柳井スタジアム整備事業 ４１，０３０ 千円
生涯学習・

スポーツ推進課

【目的】
昭和48年に建設し、老朽化した弓道場を柳井商業高

等学校跡地に建て替え、利用者の利便性の向上を図
る。

【事業概要】
〇弓道場の整備

　令和５年度　基本・実施設計
　令和６年度　建設工事

【施設概要】
　昭和48年建設
　延べ床面積　　　　　642.30㎡
　令和３年度利用者数　12,647人
　令和２年度利用者数　11,071人

【目的】
ビジコム柳井スタジアム（市民球場）の老朽化したラ

バーフェンスを張り替えることにより、利用者の安全
確保と施設の長寿命化を図る。

【事業概要】
〇ビジコム柳井スタジアムのラバーフェンス改修
　高さ　1.8ｍ（内野部）、1.1ｍ（外野部）
　延長　365ｍ
　
【施設概要】
　平成２年建設
　延べ面積　　　　　    3,046.38㎡
　令和３年度利用者数  　 14,613人
　令和２年度利用者数        8,442人

新弓道場整備予定地

現在の弓道場
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継続 　妊婦・乳幼児健康診査事業 １９，３７０ 千円 健康増進課

拡充 　親と子の歯科保健予防事業 ２，２９９ 千円 健康増進課

【目的】
妊娠期から出産後にかけて継続的に歯科健診・保健

指導を受けることで、歯科保健に関する正しい知識と
予防行動を身に着け、歯と口腔の健康づくりに対する
意識の向上を図る。

【事業概要】
〇妊娠期から幼児期の歯科健康診査を医療機関に委
　託し実施する。
・対象者　幼児（１歳６か月児、３歳児、５歳児）と保護者

○歯と口腔の健康についての普及啓発・保健指導
・歯科保健用品（歯ブラシ・フロス等）の配布
・妊娠届出時、乳幼児訪問時、１歳、１歳６か月、
　３歳、５歳の各健診時に合わせて実施

【目的】
妊娠期に健康診査、保健指導を実施し、胎児と妊婦

の健康管理を行う。
また、乳幼児の健康診査を実施することで健康状態

を把握し、関係機関と連携しながら乳幼児の健全な発
育の支援を行う。

【事業概要】
〇妊婦健康診査
　妊娠期間中14回の健康診査を実施

〇乳幼児健康診査
　１か月、３か月、７か月、１歳６か月、３歳時に健
　康診査を実施

基本目標
３ 健康・福祉 すべての市民が健康で安心して暮らせる、人にやさしいまちづくり
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継続
　予防接種事業
　（新型コロナウイルスワクチンを除く。）

８１，７４６ 千円 健康増進課

継続 　新型コロナウイルス感染症対策事業 ２１，９８６ 千円
こどもサポート課
健康増進課
学校教育課

【目的】
　感染予防や感染拡大防止に必要な対策を実施する。

【事業概要】
〇保育所・児童クラブへの保健衛生用品等の整備
　　こどもサポート課　8,400千円
　　柳井南保育所　　 　 701千円
　　大畠保育所　　　　  501千円
〇地域外来・検査センターにおいて、かかりつけ医の
　依頼により感染疑いのある患者のＰＣＲ検査を実施
　　健康増進課　　　　5,318千円
〇新型コロナウイルスワクチン接種関連経費
　　健康増進課　　　　2,577千円
〇小中学校用保健衛生用品の購入
　　学校教育課　　　　1,815千円
〇修学旅行のキャンセルに対する補助
　　学校教育課　　　　2,674千円

【目的】
予防接種法に基づく定期接種を行い、感染症の発

生、まん延を防ぐ。

【事業概要】
〇乳幼児や学童、高齢者等を対象に定期予防接種を実
　施（インフルエンザ、日本脳炎、風しん、ロタウイルスなど）

〇成人男性（S37.4.2～S54.4.1生）を対象に、風しんの抗体
　検査、予防接種を無料で実施
　（令和元年度～令和６年度）
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新規
継続

　医療提供体制支援事業 １１，８０９ 千円 健康増進課

継続 　診療所運営事業 ８７，７０６ 千円 健康増進課

【目的】
地域の周産期医療の基盤を担う実施医療機関と連携

し、小児科医師・産科医師の維持確保を図る。

【事業概要】
〇医療提供体制支援事業費補助金【新規】
　小児科医師・産科医師を確保し周産期医療体制を維
　持するための補助

〇小児救急医師確保等支援事業費補助金【継続】
　平日夜間、土曜・休日昼間の小児救急患者受入れに
　対する補助

〇産科医等確保支援事業費補助金【継続】
　産科医師等の分べん対応に対する補助

【目的】
休日夜間応急診療所を運営することにより、初期救

急医療体制を確保する。
平郡診療所を運営することにより、離島における医

療を確保する。

【事業概要】
〇休日夜間応急診療所の運営
・柳井市、上関町、田布施町、平生町の共同運営
（平成19年12月開設、令和４年７月に旧神出内科医院へ移転）

・診療日・時間
　休日昼間　日、祝、盆、年末年始　９:00～12:00、13:00～17:00
　平日夜間　月～金　19:00～22:00

〇平郡診療所・平郡診療所西出張診療所の運営
・診療日・時間
　平郡診療所　　水曜日　10:30～13:30、14:30～16:45
　西出張診療所　木曜日　９:30～12:30、13:00～14:00

休日夜間応急診療所

平郡診療所
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継続 　平郡デイサービス運営事業 １８，２３１ 千円 高齢者支援課

継続 　高齢者おでかけサポート事業 ３７，１０６ 千円 高齢者支援課

【目的】
公共交通機関で共通利用できる助成券を交付するこ

とにより、高齢者が外出しやすい環境を創出し、高齢
者の自立生活継続の支援と社会参加の促進を図る。

【事業概要】
〇路線バス・タクシー・平郡航路で利用できる助成券
　を交付する。
・対象者　市内に住民票のある在宅の75歳以上の人
　　　　　で、自らが自動車を運転しない人
・助成額（上限）

　　住民税非課税世帯　　年額24,000円／人
　　住民税課税世帯　　　年額12,000円／人

【目的】
平郡デイサービスセンターを運営し、離島における

介護保険サービスの供給基盤体制を確保する。

【事業概要】
〇デイサービスセンターの管理運営を委託する。
　　指定管理者　柳井市社会福祉協議会

【施設概要】
　平成12年建設
　利用実績
　　令和３年度　延べ1,775人
　　令和２年度　延べ1,587人

見 本

見 本

見 本
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継続 　河川浚渫維持事業 ７０，０００ 千円 土木課

継続 　漁港海岸高潮対策事業 ３０，０００ 千円 経済建設課

【目的】
近年の気候変動による河川氾濫などの浸水被害を防

止するため、河川内に堆積した土砂等の浚渫を行うこ
とにより、流下能力の向上と治水対策の強化を図る。

【事業概要】
〇市が管理する準用河川の浚渫工事を計画的に実施す
　る。

　予定箇所
　　戸石川（伊陸地区）、修治川（伊陸地区）

　　砂田川（伊陸地区）、日積川（日積地区）

　　中山川（日積地区）、上八川（伊保庄地区）

　　尺田川（新庄地区）、坂本川（余田地区）

【目的】
伊保庄漁港海岸保全施設の調査及び対策工事を実施

し、台風時や異常潮位により発生する高潮や波浪等に
よる被害から周辺住民の生命・財産を守る。

【事業概要】
〇伊保庄漁港海岸（上八地区）

　　令和５年度　　調査、測量及び設計
　　令和６年度～　護岸等工事

基本目標
４ 安全・都市基盤 災害に強く、安全・安心・快適で便利なまちづくり

令和４年度実施 井向川

浚渫前

浚渫後

伊保庄漁港海岸（上八地区）
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継続 　交通安全施設整備事業 １２，５５０ 千円 土木課

継続 　住宅団地販売推進事業 ７１１ 千円 都市計画・建築課

【目的】
　市が保有する住宅団地の販売を推進する。

【事業概要】
〇販売中の住宅団地
　琴の里住宅団地　　　（柳井地区　　２区画）

　サザンヒルズ八幡　　（伊保庄地区　14区画）

　パークヴィレッジ大畠（大畠地区　　２区画）

・子育て世代定住促進補助金制度※Ｐ16の対象

【目的】
道路交通安全施設の整備を行い、交通事故を防止

し、安全で快適な道路・交通環境づくりを推進する。

【事業概要】
〇路面標示、防護柵、カーブミラー等の道路交通安全
　施設の設置や更新を行う。

　通学路安全対策　９か所　ほか
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継続 　公共交通対策事業 ４３，７５３ 千円 商工観光課

継続 　市道改良事業 ２７８，０００ 千円 土木課

【目的】
市道の拡幅や歩道の整備、老朽化した舗装の打換え

等を行うことにより、生活環境の改善や利便性の向上
を図る。

【事業概要】
〇市道の改良工事等を実施する。

　予定箇所
　【改良】
　　宮本水口線、堺原１号線、農協杉原線、
　　福井線、原線、西郷神田線、
　　柳井田布施線（土穂石橋架替負担金）　　　ほか

　【舗装】
　　北部柳井田布施線、南町小木尾線、
　　柳井駅和田橋線、中村線、下吉毛線　ほか

【目的】
柳井市地域公共交通網形成計画に基づき、住民の生

活に必要不可欠な公共交通の維持・確保を図る。

【事業概要】
〇バス路線の維持・確保のため、交通事業者に補助金
　を交付する。
〇バスへのＩＣカード導入に係る経費に対して補助金
　を交付する。
〇日積、大畠、伊陸、阿月地区で予約制乗合タクシー
　を運行する事業者に補助金を交付する。

1.5m

宮本水口線道路改良工事（継続事業）

令和３年度実施 境開広瀬一里木線舗装工事

予約制乗合タクシー「いかち まいか号」
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継続 　橋りょう長寿命化事業 ９０，０００ 千円 土木課

継続 　幹線道路整備促進事業 ２２５ 千円 都市計画・建築課

【目的】
市が管理する橋りょうの老朽化対策として、計画的

に修繕を実施することで維持管理費の縮減、平準化を
図る。

【事業概要】
〇橋りょうの定期的な点検や効果的な修繕工事等を実
　施する。

　予定箇所
　【工事】
　　新旭橋（伊保庄地区）、法師田川橋（新庄地区）、
　　本谷大橋（神代地区）

　【点検】
　　新庄横断歩道橋（新庄地区）

　【設計】
　　添田橋（伊陸地区）

【目的】
山口県東部地域の関係市町で構成される「山口県東

部高速交通体系整備促進協議会」、「岩国柳井間バイ
パス建設促進期成同盟会」による要望活動を行い、広
域交通ネットワークの充実を目指す。

【事業概要】
〇国、県や関係市町との連携協力を図り、山口県東部
　地域の幹線道路整備を促進する。

・国道188号
・県道柳井上関線
・県道柳井玖珂線　ほか

1.5m

令和３年度実施 臥龍橋（余田地区）

山口県東部高速交通体系整備促進協議会 要望路線
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継続 　柳井・平生バイパス関連道路整備事業 １６，９００ 千円 都市計画・建築課

継続 　浄化槽設置整備補助事業 ９６，０６６ 千円 下水道課

【目的】
下水道事業計画区域外、農業集落排水事業区域外に

おいて、合併処理浄化槽による汚水処理を促進し、環
境衛生の向上を図る。

【事業概要】
〇汚水処理人口の増加に向けて、専用住宅に合併処理
　浄化槽を設置する人に対して補助金を交付する。

〇下水道事業計画区域の見直しにより、事業計画区域
　外に変更となる区域を補助対象とし、令和12年度ま
　での間、重点的に補助する。

【目的】
　国道188号柳井・平生バイパスの事業進捗に合わ
せて、周辺道路や水路の整備を計画的に実施する。

【事業概要】
〇市道西向地線の改良に向けた測量設計を実施する。
　延長　360ｍ

〇柳井・平生バイパスと現国道との接続道路の整備
　手法を検討する。

国道188号柳井・平生バイパス計画 俯瞰図
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新規 　断熱リフォーム補助事業 １０，０３７ 千円 都市計画・建築課

新規 　保健センター照明設備改修事業 ８，１９４ 千円 健康増進課

【目的】
カーボンニュートラルの実現に向けた取組の一環と

して、保健センターの照明設備をＬＥＤに改修する。

【事業概要】
〇保健センターの照明設備をＬＥＤに改修する。

　照明器具　　　108基
　誘導灯ほか　　　　11基

【目的】
　カーボンニュートラルの実現に向けた取組の一環
として、住宅の断熱リフォームに対して補助金を交
付し、その断熱性能を向上させることで冷暖房によ
る二酸化炭素排出量の削減を図る。

【事業概要】
〇市内の居住用既存住宅を対象に、断熱リフォーム
　工事に係る費用の一部を補助する。

・対象者　　市内の既存住宅に自ら居住する所有者
・対象工事　窓、屋根、天井、外壁及び床の断熱改
　　　　　　修工事
・補助額　　対象工事費の２割（上限額50万円）

基本目標
５ 環境 美しい景観・自然と調和し、環境にやさしいまちづくり

玄関ホール

健診ホール

冷房時、外から熱が入る割合の例

暖房時、外に熱が逃げる割合の例
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継続 　街路照明設備改修事業 ５，０００ 千円 都市計画・建築課

継続 　都市公園照明設備改修事業 １，４００ 千円 都市計画・建築課

【目的】
カーボンニュートラルの実現に向けた取組の一環と

して、都市公園の照明設備をＬＥＤに改修する。

【事業概要】
〇公園の照明設備をＬＥＤに改修する。

　予定箇所
　　 広瀬児童公園　　照明１基

【目的】
カーボンニュートラルの実現に向けた取組の一環と

して、街路照明設備をＬＥＤに改修する。

【事業概要】
〇街路の照明設備をＬＥＤに改修する。

　予定箇所
　　 柳井駅前広場　　照明３基
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新規 　金魚ちょうちん装飾ＬＥＤ化事業 ３，３００ 千円 商工観光課

【目的】
カーボンニュートラルの実現に向けた取組の一環と

して、金魚ちょうちん装飾のための電球をＬＥＤ化す
る。

【事業概要】
〇金魚ちょうちん祭りで装飾する金魚ちょうちんの電
　球をＬＥＤ仕様に交換する。

　金魚ちょうちん用電球　　2,500球
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継続 　農業法人産地拡大支援事業 ２４，７６６ 千円 農林水産課

継続 　柳井花き産地育成対策事業 ６７，６８７ 千円 農林水産課

【目的】
やまぐちフラワーランドを運営する一般財団法人や

ない花のまちづくり振興財団と連携し、花のまちづく
りを推進する。

【事業概要】
〇やまぐちフラワーランド運営費や花のまちづくりの
　推進活動に対して補助金を交付する。

〇花の生産者を支援し、市民参加による花のまちづく
　を推進する。

〇地域おこし協力隊員１人を配置し、イベントの実施
　等による花のまちやないの情報発信を行う。

　任用期間　令和４年度～令和６年度

【目的】
　新規農業法人の設備整備を支援し、農作物の栽培効率
の向上を図る。

【事業概要】
〇農業用設備の整備に係る費用の一部を補助する。

・リーフレタス
　場所　園芸施設団地（余田地区）

　設備　温室付帯設備（苗自動移植装置、培土設備、暖房機）

　面積　敷地約2.5ha、温室約1.5ha
　生産株数　年間約500万株

基本目標
６ 観光・産業・文化 文化の香り高く、地域の活力と魅力に満ちた賑わいのあるまちづくり

苗自動移植装置（イメージ）

暖房機（イメージ）
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継続 　山村強靭化林道整備事業 １１，１１７ 千円 経済建設課

継続 　漁港施設整備事業 １００，０００ 千円 経済建設課

【目的】
漁港施設の安全性の確保と長寿命化を図るため、計

画的に整備していく。

【事業概要】
〇漁港施設の機能強化
　　阿月漁港施設　　実施設計・機能強化工事

〇漁港施設の機能保全
　　平郡漁港施設　　物揚場補修工事
　　鳴門漁港施設　　防波堤補修工事

【目的】
柳井市林道施設長寿命化計画に基づき、老朽化が進

んだ橋りょうの適切な維持管理を図る。

【事業概要】
〇林道三ヶ嶽１号橋の補修を行う。

　令和５年度　　補修工事

荒天時の阿月漁港の様子

遠崎防波堤（鳴門漁港）

林道三ヶ嶽１号橋
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継続 　企業立地促進事業 ４８，２７７ 千円
企業立地・雇用創
造推進室

新規 　近代和風建築総合調査事業 ４，６４５ 千円
生涯学習・
スポーツ推進課

【目的】
企業立地を促進し、産業の多様化・高度化に取り組

むことで働く場を確保し、子育て世代の定住促進と地
域経済の活性化を図る。

【事業概要】
〇条件を満たした設置事業者に対して、奨励金を交付
　する。

・事業所設置奨励金
・雇用奨励金
・用地取得奨励金

【目的】
県指定有形民俗文化財「小田家の生活用具・商家資

料・町家」のうち、町家建築物等の調査を実施し、文
化財的価値の見直しを図る。

【事業概要】
〇学識経験者や学生等による建物の測量や痕跡調査等
　を通して、歴史的・文化財的価値を見直す。

　事業期間　　令和５年度～令和７年度

・最終年度には報告書を取りまとめ、刊行予定

南浜地区の遠景

町家模型（全景）
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継続 　サンビームやない運営事業 ６３，６４４ 千円
サンビームやない
教育総務課

継続 　アクティブやない運営事業 ２９，４５９ 千円 商工観光課

【目的】
アクティブやないを管理・運営し、市民の文化の向

上と福祉の充実を図る。

【事業概要】
〇アクティブやないの管理運営を委託する。
　　指定管理者　柳井広域シルバー人材センター

　令和５年度
　　舞台機構設備修繕
　　空調設備改修実施設計
　　移動観覧席制御機器更新

【施設概要】
　平成11年建設
　延べ床面積　　　　　　 　1,582.24㎡
　令和３年度利用者数　　延べ14,889人
　令和２年度利用者数　　延べ  4,157人

【目的】
サンビームやないを管理・運営し、柳井広域圏の文

化活動、社会教育活動の拠点として「場」と「機会」
と「情報」の提供を図る。

【事業概要】
〇サンビームやないを管理・運営する。
　令和５年度　ボイラー更新及び給湯機設置
　　　　　　　自主文化事業の開催
〇学校の文化芸術活動の支援及びサンビームやないの
　利用促進を図るため、使用料の一部を補助する。

【施設概要】
　昭和61年建設
　延べ床面積　　　　　　 　4,029.06㎡
　令和３年度利用者数　　延べ13,284人
　令和２年度利用者数　　延べ  6,691人

対　象 補助額

市内の小・中学校 基本使用料の全額

市内の高等学校 基本使用料の２分の１以内

大島郡・熊毛郡内の
小・中学校、高等学校

基本使用料の３分の１以内

-　41　-



子育て応援・定住促進 に向けた主な取組

◎結婚
・結婚に伴う新生活のスタートを支援（政策企画課 P.16）

◎妊娠・出産・子育て

・乳幼児から高校生等までの医療費無償化（こどもサポート課 P.18）

・産じょく期ヘルパー派遣制度の充実（こどもサポート課 P.18）

・やなでこ相談室での総合相談支援（健康増進課 P.19）

・出産・子育て応援給付金の支給（健康増進課 P.19）

・マタニティ・ブックギフト（柳井図書館 P.21）

・妊婦・乳幼児健康診査の実施（健康増進課 P.26）

・親と子の歯科保健予防対策（健康増進課 P.26）

・小児科医師、産科医師の確保対策（健康増進課 P.28）

柳井市子育て応援キャラクター「やなきん」

新規事業 拡充事業
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子育て応援・定住促進 に向けた主な取組

◎移住・定住
・居住用住宅の新築等に対する補助（地域づくり推進課 P.16）

・市内の空き家購入に対する補助（地域づくり推進課 P.16）

・移住者の就業・創業に対する支援（商工観光課 P.17）

・テレワーク移住者への支援（地域づくり推進課 P.17）

・市が保有する住宅団地の販売促進（都市計画・建築課 P.31/P.16）

・企業誘致による「働く場」の確保（企業立地・雇用創造推進室 P.40）

◎教育
・算数補助教員の配置（小学校）（学校教育課 P.22）

・ＡＩドリル、デジタル教科書の導入（学校教育課 P.22）

・標準学力調査（小2～小４、中１）の実施（学校教育課 P.22）

・学校生活・教育環境の充実（学校教育課 P.22）

・中学校給食費の無償化（学校給食センター P.23）

【15事業 384,185千円】

やない暮らしサイトイメージキャラクター「きんぎょ姫」

◎柳井商業高等学校跡地整備事業（政策企画課 P.20）

・子ども・ティーン図書エリアを備えた複合図書館の整備

・キッズエリアを備えた都市公園の整備

※柳井商業高等学校跡地整備事業を除く。
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地方公営企業分 
（水道事業会計・下水道事業会計） 

 



 

 

地方公営企業分 
 

 １ 予算規模 

 

【水道事業会計】 １５億２，０１８万７千円 （前年度当初予算比 ２．６％増） 

【下水道事業会計】 ３２億５，８５９万９千円 （前年度当初予算比 ５．１％増） 

         

令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

1,520,187 1,482,009 38,178 2.6

3,258,599 3,100,544 158,055 5.1

4,778,786 4,582,553 196,233 4.3

（収益的支出予算及び資本的支出予算の合計額）

区　　　　分

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

合　　　　計

 

２ 企業債残高 

 

【水道事業会計】 ３２億２，９１０万１千円  

【下水道事業会計】 ７４億３，７９２万２千円  

       (単位：百万円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％） 

2,566 2,892 
3,228 3,274 3,346 3,314 3,292 3,232 3,239 3,229 

9,661 9,193 8,754 8,330 7,856 7,483 7,222 7,022 7,285 7,438 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（見込）

令和５年度

（見込）

水道事業会計 下水道事業会計
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継続 　配水管整備事業（老朽管更新事業） １６４，４１０ 千円 水道課

継続 東土穂石雨水ポンプ場整備事業 ９９８，５０４ 千円 下水道課

【目的】
築出、広瀬、北町地区などの浸水被害防止のた

め、雨水ポンプ場を整備する。
　
【事業概要】
〇東土穂石雨水ポンプ場を整備する。
　
　事業期間　平成28年度～令和５年度

　総事業費　3,517,614千円

　工事場所　柳井市東土穂石地区
　　　　（県道光柳井線 築出橋交差点付近）

　令和５年度予定
　　機械・電気設備工事、場内整備等

　下水道事業会計

　
【目的】

断水等の被害を防止し、安定した水道水の供給
を図るため、配水管の更新を実施する。

【事業概要】
〇平成26年度に策定した老朽管更新計画に基づき
　計画的に配水管の整備を行う。

　老朽管更新計画期間　平成27年度～令和11年度

　令和５年度整備予定　４地区（1,271メートル）

　
　水道事業会計

基本目標
４ 安全・都市基盤 災害に強く、安全・安心・快適で便利なまちづくり

図面方向

土穂石川

-　45　-


